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◆　◆
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E3E3)間1消防長又は消防署長は､防火対象物の関係者で

植原を有するものに対し､当該設備等技術基準に従ってこれ

を設置すべきことを命じたにもかかわらず､その措置が履行

されないため､引き続き､一定の状況にあると認める場合

は､植原を有する関係者に対し､当該防火対象物の使用の禁

止､停止又は制限を命ずることができるとされているが､次

の記述のうち当該命令を発するに足る要件として消防法令上

誤っているものを1つ選べ｡

(1)引き続き､火災の予防に危険であると認める場合

(2)引き続き､消火､避難その他の消防の活動に支障になると

認める場合

(3)引き続き､火災が発生したならば人命に危険であると認め

る場合

(4)引き続き､火災の予防上必要があると認める場合

際旧.喜田行詰3]間1　次に掲げる必要とされる防火安全性能

を有する消防の用に供する設備等のうち､当該設備等の設置

に係る工事を行うことができる者が消防設備士免状の交付を

受けているものに限られている設備として､消防法令上誤っ

ているものを1つ選べ｡ただし､当該工事は電源､水源及び

配管の部分に係る工事ではないものとする｡

(1)パッケージ型消火設備

(2)共同住宅用日動火災報知設備

(3)特定小規模施設用日動火災報知設備(すべての感知器が無

線によって火災信号又は火災情報信号を発信するものであっ

て､特定小規模施設用日動火災報知設備の設匿及び維持に関

する技術上の基準第2第5号ただし書の規定により受信機を

設置しないもの)

(4)特定駐車場用泡消火設備

lF:1al主IJg斤潮間2　消火器具の設置義務のある防火対象物

又はその部分に屋内消火栓設備を消防法令に定める技術上の

基準に従って設置した場合において､当該消火設備の対象物

に対する適応性が消防法令の規定により設置すべき消火器具

の適応性と同一であるときは､当該消火器具の能力単位の数

値の合計数は､当該消火設備の有効範囲内の部分について当

該技術基準に定める能力単位の数値の合計数の一定割合まで

を減少した数とすることができるとされているが､次の数値

のうち､消防法令上消火器具の能力単位の減少可能な割合の

◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆

最大値として正しいものを1つ選べ｡ただし､この場合の消

火器は大型消火器ではないものとし､歩行距離の規定は績和

されないものとする｡

(1) 2分の1　　　　　　(2) 3分の1

(3) 4分の1　　　　　　(4) 5分の1

ll鵬】間1　違反処理等に関する用語のうち､不適切な

記述は次のうちどれか｡

(1)消防法(以卜｢法｣という｡)第5条の2第1項第1号に規

定する｢履行されても卜分でなく｣とは､義務者が髄行の着

手はしたが求められた措置の内容を完全には履行しない場合

である｡

(2)法第5条の3第2項､ただし書き､ ｢緊急の必安があると

認めるとき｣とは､早急に火災予防等の危険を排除する必要

がある場合で､相手方に公告の内容を伝える暇のないときで

ある｡

(3)法第3条第1項命令の発動要件である｢消火､避難その他

の消防の活動に支障となると認める｣とは､公設消防の活動

に支障となる場合に限られ､防火対象物の関係者の消火や避

難の活動は含まないものであるo

(4)法第3条第2項中の｢確知｣とは､名あて人が現場にLi'･合

わせる場合等､氏名及び住所をしることができる場合に限ら

ず､その者を特定することのできる場合全般をさすものであ

る｡

耶脈ヨ】間2　消防法第8条の2の3第6項に基づく特例

認定の取消しを行おうとする場合､事前手続きとして行政手

続法に基づく聴聞を実施しなければならないが､聴聞に関す

る事項のうち､不適切な記述は次のうちどれか｡

(1) ｢聴聞｣とは､不利益処分を.受ける者に､目頭による意見

陳述や質問の槻会などをFJ-･え､処分を受ける者と行政庁側の

やりとりを経て､事実確認を行う手続きである｡

(2)聴聞は行政庁が指名する職員が_i-A_宰し､聴聞を行うべき瓢

日までに相当な期間をおいて､不利益処分の名あて人となる

べき者に対し､ ｢聴聞通知書｣により聴聞開催の通知をする

必要がある｡

(3)聴聞開催の通知には､ ①不利益処分の内容及び根拠となる

法令の条項､ ②不利益処分の原因となる事実､ ③聴聞の期日

及び場所､ ④聴聞に関する事務を所掌する縦織の名称及び所

お詫びと訂正

本誌2017年2月号(No.674)の予防技術検定模擬テスト　　　　誤:消防法令上正しいものを1つ選べ｡

No.104 (P.149)の〔共通〕間1の問題文に誤りがありまし　　　　正:消防法令上誤っているものを1つ選べ｡

た｡お詫びして訂正いたします｡
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〔警防)

間1　答(2)

解説　タイヤや壌車などは､放水障害部分が多く､消火

が困難なことから､消火泡剤等を活用し消火にあた

る｡

間2　苔(4)

解鋭　危険物災害は､関係機関と一体となった組織活動

が必要となり､消防部隊の応援出場と同時に関係機関

の出場を要請する｡

間3　苔(2)

解鋭　区画を超えて系統全体に延焼拡大するおそれがあ

る｡

〔救急〕

間1　答(2)

解説　救急救命士標準テキスト第9版上巻P.318-320参

照｡救急救命処置のうち特定行為については､医師に

よる｢具体的指示｣が必要である｡

間2　答(3)

解説　平成27年人口動態統計月報年計(概数)の概況

(厚生労働省)

間3　苔(3)

解祝　要救助者が5人以上の救助事故｡

=二二二二二二二Lu二　予防技術棟定模擬テスト　~二二~~~　I I

〔共通〕

間1　答(4)

解説(1)消防法第5条の2第1項第1号｡

(2)消防法第5条の2第1項第1号｡

(3)消防法第5条の2第1項第1号｡

(4)消防法第5条の2第1項第1号｡本規定は防

火対象物の使用そのものを制約することから､

火災危険性がより具体的に認められる場合に限

り発動できるものであり､単に｢火災の予防上

必要があると認める場合｣のみで発動すること

はできない｡

〔消防用設備等〕

間1　苔(3)

解説　消防法施行令第36条の2第1項各号｡消防法施行

令第36条の2第1項各号及び第2項各号に掲げる消防

用設備等に類するものを定める件(平成16年消防庁告

示第14号)第2第1号｡受信機を設置する特定小規模

施設用日動火災報知設備の工事を行える者は消防設備

士に限られるが､受信機を設置しない特定小規模施設

用日動火災報知設備の工事は消防設備士以外の者でも
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行うことができる｡

間2　答(2)

解説　消防法施行規則第8条第1項｡屋内消火栓設備は

火災の初期においても有効に使用することが期待でき

ることから､消火器具の能力単位の数値の合計値は､

最大で3分の1までを減少した数値とすることができ

る｡

(防水査察〕

間1　答(3)

解説(1) ｢消防法の一部改正に伴う立入検査及び違反

処理に関する執務資料について｣の送付につい

て(平成14年10月24日付　消防安第107号　消

防庁防火安全室長通知) (以下｢107号通知｣と

いう｡)により適切｡

(2) 107号通知により適切｡

(3)消火､避難等消防の活動に支障となる場合一

般をいい､必ずしも公設消防の活動に支障とな

る場合に限られず､防火対象物の関係者の消火

や避難の活動も含むものであるので､不適切｡

(4) 107号通知により適切｡

間2　答(4)

角等鋭(1)違反処理マニュアルにより適切｡

(2)違反処理マニュアルにより適切｡

(3)違反処理マニュアルにより適切｡

(4)聴聞の実施に際し､当事者が正当な理由なく

欠席した場合は､聴聞を行ったものとして処理

できるので､不適切｡

〔危険物〕

間1　苔(4)

解説　試験を適用することなく､危険物に該当しないと

して品名から除外されているものがある｡アルミニウ

ム粉については､小ガス炎着火試験が適用される｡

〔参照条文〕

消防法別表第1備考第第3号､第5号､第6号

危険物の規制に関する規則第1条の3第1項～第3項

間2　苔(1)

解説　屋外貯蔵所は､第1石油類については引火点0℃

以上のものに限り貯蔵し､又は取り扱う貯蔵所として

定義されている｡引火点は､アセトン(-20℃),ガ

ソリン(-40℃以下)､ベンゼン(-11℃)であり､こ

れらはいずれも貯蔵できない｡

〔参照条文〕

危険物の規制に関する政令第2条第7号


